別記第１３号様式（第１１条関係）
事業実績書
（セーフティーネット住宅家賃低廉化事業）
申請者住所　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　
氏名又は名称　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　
１　事業の実績概要
２　経費負担区分
（１）　賃貸人等の名称
（２）　登録番号及び住宅の名称
	部屋番号
	入居者氏名
	入居者所得※１
	近傍同種家賃
	家賃
①
	入居者負担額
②
	市町村が補助する費用※２
（月額）
③
	入居期間
	管理月数
④
	市町村が補助する費用
（年計）
③×④
	負担区分

	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	国交付金
	県補助金
	市町村

負担金

	
	
	円
	円
	円
	円
	円
	年　月　日～
年　月　日
	ヶ月
	円
	円
	円
	円

	
	
	円
	円
	円
	円
	円
	年　月　日～
年　月　日
	ヶ月
	円
	円
	円
	円


※１　公営住宅法施行令（昭和２６年政令第２４０号）第１条第三号に定める収入
※２　「①家賃－②入居者負担額」又は「４万円／戸・月」のうちいずれか少ない額
【提出時チェックリスト】
	チェック項目
	市町村チェック欄

	補助対象の住宅が、住宅確保要配慮者専用賃貸住宅であることを確認した。
	□

	入居者所得が、公的賃貸住宅家賃対策調整補助金交付要綱で定める額を超えないことを確認した。
	□

	入居者が、県外からの移住者であることを確認した。
	□

	家賃の額が、近傍同種の住宅の家賃の額と均衡を失しない水準以下であることを確認した。
	□

	入居者負担額が、公営住宅並み家賃であることを確認した。
	□

	その他、家賃対策調整補助金交付要綱の規定を満たしていることを確認した。
	□


